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は  じ  め  に
本学では，昨年度から，毎年度テーマを定めて自己点検・評価を実施することとし

ており，昨年度は教育活動に関する点検・評価を実施した。

今年度は研究活動に関する点検・評価を実施することとし，研究活動の現状に関す

る教官の意識調査と研究活動に関する蓄積データの評価の２つを大きな柱とし，点

検・評価を行い，本報告書を取りまとめた。

研究活動に関する教官の意識調査は，アンケート方式により行なっている。本調査

では，選択枝付きの設問とともに多くの自由意見の記載を求めており，数多くの意見

が寄せられている。自由意見には研究活動に対する教官の熱意が強く表れているもの

が多く，今後の研究活動の活性化の方策として貴重な意見が寄せられており，その一

部を文中に引用させていただいた。今後，これらの意見を学内の諸委員会での検討の

際の資料として活用できるものと考えている。

また，蓄積データに基づく評価では，広範囲な資料に対して，詳細な検討がなされ，

データ面から本学の研究活動の現状を明らかにしている。まとめに見られるように，

本学の研究資源（教官数，研究費，院生数など）と研究成果との関係から，本学の大

学改革の研究活動への影響を評価するとともに，他大学との相対評価を行う上で参考

となるデータが示されている。

このように本報告書は，アンケート調査及び蓄積データの分析から，本学の研究活

動を点検・評価したものであり，今後の研究活動のより一層の活性化に向けた対応の

ための資料となることを願ってまとめたものである。

本報告書の取りまとめに当たって，アンケートに御協力をいただいた教官各位及び

本報告書を２つの分科会で担当し，精力的に調査，分析，討議を続けられた自己評価

委員各位に深く敬意を表します。

また，報告書の完成には，事務局関係者の方々にアンケート調査の結果や蓄積デー

タの取りまとめ等多大な協力をいただいた。ここに記して厚く感謝する次第である。

平成 11 年 3 月

室蘭工業大学長 田 頭 博 昭



室蘭工業大学の研究活動の評価の概要

第１部 研究活動に関するアンケート調査に基づく評価

 本学では，平成２年４月，博士後期課程３専攻の新設と博士前期課程及び学部の改組・

再編による６専攻６学科の設置が行われた。以来，本学は「社会の要請に応じて有能な人

材を養成すると同時に，高い水準の研究を通じて，人類の私的共有財産ともいえる科学の

進展に貢献する」ことを目指して，教育・研究及び社会活動の広い分野で努力を続けてい

る。

 大学院後期課程設置及び改組再編から約９年，平成５年度の一般教育課程改組による副

専門教育課程の導入から約６年を経て，新体制による教育研究は一段落の時期に来ている

と見らる。

 今年度の自己点検評価のテーマを研究活動としたことを受けて，本学のこれまでの実績

を点検評価するとともに，研究活動に対する教官の意識を探ることは，今後の本学の進む

べき方向や研究活動の支援に対するある種のデータを与えるものとなるとの考えにより，

アンケート調査を行った。

 アンケートは，まず研究施設・設備，研究費，研究組織等の研究環境の現状に対する意

識を調査し，改組再編等これまで本学が行った大学改革や研究活動の評価，大学の個性化

への取り組みの方向などの調査を目的とした。アンケート調査の回収率は約５２％であっ

た。

 アンケート調査の結果，研究環境の現状には十分満足していないとする意見が多く，「研

究室の広さ，研究設備機器や研究費の不足が，研究活動に支障を来している」とする意見

も 1/3 強あり，深刻な状況である。しかしながら，多くの教官の研究活動の活性化への意

欲は強く，外部資金の積極的な導入や学内外との共同研究への取り組み意欲などにそれが

示されている。

 教育との関連では，指導学生数について，施設面の問題はあるものの，大多数の教官は，

現状が適切と答えており，研究とともに教育にも力を注いでいる姿が見られる。ただ，最

近の大学改革等に伴う学内業務の増加の影響か，教授層で研究時間が不足していると感じ

ている教官が多いことは，研究活動の活性化にとって懸念材料である。

 研究体制については，現状は改組以前のような「複数教官による研究室」が「個人研究

室」より 10％程度多いものの約 3/4の教官が，現在の研究体制は「うまく機能している」

と答えている。しかしながら，望ましい研究体制としては「複数研究者からなる研究体制」

を望む意見が多く，必ずしも「個人研究室」に満足している訳ではなく，それが叶わない

現状が浮き彫りにされている。

 博士後期課程新設と改組再編による研究活動への影響としては，「良い方向にある」と答

えた回答が約半数であり，後期課程新設や改組再編を研究面からは肯定的に捉えており，

今後の研究のレベルについても，「変わらない」とした意見が半数あったものの「向上する」

との回答も 1/3強あり，今後に期待を持っていることが示されている。



 また，将来の方向として，本学の個性化に対しては，大学全体としての個性化よりも，

各学科，専攻において他大学には見られない特徴を発揮することを目指すべきとの意見が

半数以上に上っており，各学科，専攻での取り組みに期待する内容となっている。

 これらをまとめ今後の方向として，①研究環境の整備，②研究，教育，社会活動の調和，

③研究体制の構築，④研究活動の評価，⑤個性化への方策などに対して課題と提言を示し

た。

第２部 研究活動に関する蓄積データに基づく評価

本学では，教官の研究業績，学外との研究交流，国際研究交流，各種研究費の受け入れ，

教官の学・協会活動に関する点検を毎年度実施してきている。本年度は，平成２年度以来

のこれらの蓄積データに基づき，本学の研究活動についての分析と評価を行った。

主要な結果は，次のとおりである。

（１）教官の研究業績

著書は，各年度２０編程度で，この中欧文の著書は２０～３０％である。学術論文

は，最近の３年間では毎年３００編に達しており，欧文の比率は約５５％である。

学術論文数は，平成２年度に比べ，平成９年度は１.４倍に増加している。

この増加は，大学院博士後期課程の院生による寄与が大きい。また，学術賞の受賞は

毎年５件程度である。

（２）学外との研究交流

講演会・講習会等への講師，産学官主催各種委員会への学識経験者として，毎年そ

れぞれ４０名，７０名程度派遣している。また，民間との共同研究は，地域共同研究

開発センター（ＣＲＤ）が窓口になり，毎年２０件程度契約されており，活発である。

さらに，民間の研究者を客員教授とする共同研究プロジェクトが毎年３～５件行われ

ている。

（３）国際研究交流

本学主催の国際研究集会は，平成４年度以降５件を数える。また，海外から招致す

る研究者は毎年１０～２０名で，その費用の１/３は本学の創立記念学術振興・国際交

流基金により繕われている。一方，国際会議出席・論文発表のための海外渡航は，毎

年７０～９０名に達し，最近６年間の国際会議会議録への収録論文は平均１１８編を

数える。

（４）研究費

平成５年度から平成９年度までの最近５年間の本学の研究費総額は，４.９～５.６

億円となっている。このうち，学科配分経費等が５７％，また，文部省科学研究費補

助金が１４％，残りが民間等の外部からの資金である。学科配分経費等に大型設備費

を加えた予算と文部省科学研究費補助金を合わせた研究費は，平成２年度以降３.６～



６.０億であり，学術論文１編当たりの研究費は平均１７５万円である。

（５）教官の学・協会活動

本学教官は，国内学・協会の役員として活動しており，就任数は平成２年度からの

８年間で２倍に増加し，平成９年度は１２３名を数える。これらの学・協会の支部で

は，正・副支部長などの要職に就く教官が増えており，支部役員は平成９年度で６１

名となっている。また，学・協会の委員会活動への参加は国内のみならず，国際学・

協会にも及び，最近の３年間では，それぞれ１５０名，１５名程度となっている。










































































































































































































































